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201９人事院勧告・報告

月例給・一時金ともに６年連続の引上勧告をするも再任用職員を除外
月例給の較差387円(0.09％)・一時金0.05月引上げ。
住居手当を1,000円引上げ上限を28,000円に
人事院は8月7日、国会及び内閣に対して、国家公務員の給与報告・勧告、公務員人事管理に関する報告、非常勤職員の適切な処遇の確保、長時間労働の是正、ハラスメント防止対策などについての意見の申出を行いました。その概要は次のとおりです。

給 与 勧 告 の 骨 子
民間給与との較差に基づく給与改定等
１　民間給与との比較
＜月例給＞
○　民間給与との較差　387円　0.09％

〔行政職(一)…現行給与 411,123円　平均年齢43.4歳〕

〔俸給 344円 はね返り分(注) 43円〕　 (注)俸給の改定に伴い諸手当の額が増減する分
＜ボーナス＞
○　民間の支給割合　4.51月

（公務の支給月数　4.45月）

２　給与改定の内容と考え方
　＜月例給＞
（１）俸給表
　　①　行政職俸給表（一）
　　　　民間の初任給との間に差があること等を踏まえ、一般職試験（高卒者）に係る初任給を2,000円引上げ、総合職試験（大卒程度）一般職試験（大卒程度）初任給を1,500円引上げ、30歳代半ばまでの若年層についても所要の改定。（平均改定率 0.1％）
　　②　その他の俸給表
行政職俸給表(一)との均衡を基本に改定（専門スタッフ俸給表、指定職俸給表は改定なし）

（２）住居手当
　　　公務員宿舎使用料の上昇を考慮し、手当の支給対象となる家賃額の下限を4,000円引き上げ（12,000円⇒16,000円）。これにより生じる原資を用いて、民間の状況等を踏まえ、手当の上限を1,000円引上げ（27,000円⇒28,000円）。2,000円を超える減額は1年間経過措置。
＜ボーナス＞
　　民間の支給割合に見合うよう引上げ
4.45月分→4.5月分
　　民間の支給状況等を踏まえ、勤務実績に応じた給与を推進するため、引上げ分を勤勉手当に配分
（一般の職員の場合の支給月数）

	
	
	６月期
	12月期

	19年度
	期末
	1.30月（支給済）
	1.30月（改定なし）

	
	勤勉
	0.925月（支給済）
	0.975月（現行0.925月）

	20年度
	期末
	1.30月
	1.30月

	
	勤勉
	0.95月
	0.95 月


[実施時期]
　・月例給：2019年４月１日
（住居手当は2020年4月1日）
　・ボーナス：法律の公布日

公務員人事管理に関する報告（抜粋）
１ 人材の確保及び育成

(1) 人材の確保（略）

(2) 人材の育成（略）
(3) 能力・実績に基づく人事管理の推進（略）
２ 勤務環境の整備

(1) 勤務時間等に関する取組

ア　長時間労働の是正（抜粋）
国家公務員の超過勤務は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合に各省各庁の長から命じられて行うものとされており、いわゆる三六協定がない限り原則として時間外労働が認められない民間労働者とは枠組みが異なっている。しかしながら、公務においても職員の健康確保や人材確保の観点等から長時間労働を是正すべき必要性は異なるものではなく、超過勤務の縮減に取り組んでいく必要がある。

長時間労働の是正のためには、人事院規則等の規定内容の下で、超過勤務予定の事前確認等を徹底するなど、各職場においてマネジメントの強化を図るとともに、府省のトップが先頭に立って組織全体として業務の削減・合理化に取り組むなどの対策を講ずることが必要である。

これらのマネジメント強化、業務合理化等を進めてもなお恒常的に長時間の超過勤務を行わざるを得ない場合には、業務量に応じた要員が確保される必要がある。

イ　仕事と家庭の両立支援（略）
ウ　心の健康づくりの推進等（抜粋）

過労死等防止対策については、長時間労働の是正やハラスメント防止対策を推進するとともに、過労死等防止対策推進法（平成26年法律第100号）に基づき閣議決定された「過労死等の防止のための対策に関する大綱」を踏まえ、脳・心臓疾患及び精神疾患等に係る公務災害認定事案等の分析など、引き続き必要な取組を行う。

(2) ハラスメント防止対策（略）
(3) 非常勤職員の適切な処遇の確保

非常勤職員の給与については、平成29年７月に勤勉手当に相当する給与の支給に努めることを追加するなどの指針の改正を行い、現在、これに基づく各府省の取組が進んでいるところであり、本院としても、引き続き、常勤職員の給与との権衡をより確保し得るよう取り組んでいく。

非常勤職員の夏季における休暇については、これまで年次休暇の弾力的な付与により対応してきたが、民間の状況等を踏まえ、新たに夏季休暇を設けることとする。

３ 障害者雇用に関する取組（抜粋）
昨年８月、多くの国の機関で障害者雇用に係る法定雇用率を達成していなかった状況が明らかとなったことから、この事態に対応するため、同年10月、政府において「公務部門における障害者雇用に関する基本方針」が策定され、本院に対しても、任用面での対応等について要請が行われた。

本院は、この要請を受けて任用面や勤務環境面について必要な検討を行い、国家公務員における合理的配慮指針の策定、フレックスタイム制の柔軟化等の措置、統一的な障害者選考試験の実施等を順次行ってきている。

さらに、各府省における障害者に対する合理的配慮の提供に資するよう、厚生労働省等と連携して、募集・採用時や採用後における障害者に対する合理的配慮の提供状況を把握し、優良事例に関する情報を提供するなど支援していく。

４ 定年の引上げ

少子高齢化が急速に進展する中において、複雑・高度化する行政課題に的確に対応し、質の高い行政サービスを維持していくためには、高齢層職員の能力及び経験を本格的に活用することが不可欠である。高齢期雇用に関して、多くの民間企業においては再雇用制度を設けて対応しているものの、定年を引き上げる企業が一定数見られ、また、再雇用制度がある企業における再雇用者の大多数がフルタイム勤務となっている。
一方、公務においては、本年度の再任用の実施状況を見ても、厳しい定員事情等もあって、一般行政事務に従事する行政職俸給表(一)の再任用職員のうち、ポスト（職務の級）が主任級（２級）又は係長級（３級）の者が約７割を占め、また勤務形態は短時間勤務の者が約８割となっており、再任用職員の多くが下位の官職に短時間勤務で就いている状況が続いている。

本院は、昨年８月、国会及び内閣に対し、定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申出を行った。現在、政府において、本院の意見の申出を踏まえて検討が行われており、本年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2019」においても「公務員の定年を段階的に65歳に引き上げる方向で検討する」とされている。本院の意見の申出を踏まえ、定年の引上げを実現するための措置が早期に実施されるよう改めて要請する。
自治労県職連合

第11回定期大会

自治労県職労

第37回定期大会


○日時：9月４日（水）14時から

○会場：波止場会館４階大会議場（大桟橋入口）













































全ての職場から参加を！





☆再任用職員のボーナスについて


　人事院は今年の勧告で、ボーナス改定の対象から再任用職員を除外しました。


　自治労県職労は、全国の都道府県職労と連携して都道府県人事委員会が同様の勧告をしないよう強く働き掛けていきます。





○　本年の給与勧告のポイント


　　　 ～月例給、ボーナスともに引上げ～ 


　①　民間給与との較差（0.09％）を埋めるため、俸給表の水準を引上げ


②　ボーナスを引上げ（0.05月分）、民間の支給状況


等を踏まえ勤勉手当に配分




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































